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「国際開発をめぐるジェンダーの諸問題』

-WI Dプログラムを中心に一

喜多村 百合

1. はじめに

いま第三世界の開発で女性が注目されている。その表明のいくつかは国連をはじめとする国際開発

諸機関の方針密・報告密等に見いだされる。その主旨を最もよく表していると思われるノルウェー王

立開発協力省の基本方針を引用すると；

「世界の多くの地域で男女の生活水準にかなりの差があることが認識されている。そしてともすれば

開発プログラムがこの状況を悪化させてきた。女性は子供の生育や人口問題、自然資源の保存に重要

な役割を果たしている。また生産活動においても同様である。よって女性の開発における十分な参加

と受益があって初めて開発は持院可能なものとなる。そのためには途上国の女性の生活や労働状況を

改善し、政治的・経済的・社会的・文化的生活に男性と同様の基盤を得る機会を与える努力が強化さ

れる必要がある。」(!)

この小論は国際開発およぴ開発協力においてWID(Women in Development : 開発と女性）が注

目されるようになった背崇、及びそれが今後の開発に投じる意味を文化相対主義の観点から以下の手

順に従い考察するものである。

またこの研究の意義は下記の「開発と人類学のかかわり方」の中で明らかにする。

(1) 国際開発バラダイムにおける女性への注視

「第一次国連開発の十年」以降の国際開発戦略のシフトと 「国際婦人年」のインタープレイの中

から、 WIDの概念が形成されていくプロセスとその意義を考察。

(2) WIDを生み出した背景

女性が必ずしも組み込まれてこなかった開発のプロセスが如何なるものであったかを、具体的に

国際開発時代とその前夜である植民地時代の民族誌的記述の中に探っていく。

(3} WIDプログラムのアプローチ批判

現在のWIDプログラムに用いられる 5つの主要アプローチをニエホルトの論争点を用いて検討

し、理論的批判を行う。

これらを踏まえた上で現時点でのまとめを結論部で述べたい。

なお本論で用いる「国際開発」とは、開発協力を含めた第三世界での総合的な経済・社会発展を

意味する。つまり社会成員の市民的・政治的権利並ぴに経済的・社会的・文化的権利の向上を目指

した発展のプロセスを言う。玉置 (2)が言うように文化相対主義的視点は主にこのような途上国へ

の開発協力において重要となるが、そこに留まらず途上国・先進国国内でも中心・周縁の格差とい

う点から有効であると思われる。
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「開発と人類学とのかかわり方」

開発というコンテクストで人類学的研究を行う試みは、欧米およぴ途上国で応用人類学あるいは学

際分野で一般的であるのに対し、 ・わが国ではほとんどなされていない。その理由としてこの学問の形

成にあった忌まわしい過去、またウェーバー流の没価値的アプローチを踏まえ「応用」にかかわるこ

とを躊躇する姿勢が考えられる。

これに対し筆者は 「開発」に人類学的にかかわろうとする態度と意義を次のように捉えたい。それ

はグリリヨ (3)の言う「観察者」としての態度であり、「現在生じている問題を観察し判断して、今後

の動向を理解しその理解を公に知らせようとする姿勢」をとるものである。それは開発が現代社会で

もはや避けて通れないコンテクストを作り出しており、それを射程に含めそこで展開される人間の様々

な営為を記述することの重要性、およびその問題性を明らかにしていく必要性を認識するからである。

一方「国際貢献」としての「開発協力」のあり方に関する議論が活発化する中、ともすれば見落とさ

れがちであった女性と開発の問題への認識が、つまり「貧困の女性化」という問題認識が一般に深め

られる必要性を感じるからである。

この小論は人類学理論になんら貢献を意味するものではないかも知れないが、 「一観察者」として

問題提起ができれば幸いである。

2. 国際開発バラダイムにおける女性への注視

WIDの概念自体は当初の開発戦略に含まれていたものではない。その出現には二つの時代的契機

があった。その一つは、 1970年代前半にとられた主要開発政策における方向転換である。それは「開

発の十年」でとられた資本集約型大規模工業化による経済成長優先のマクロ開発政策への否定的評価

に起因する。つまり当初経済成長によって期待された滴下 (TrickleDown)効果が実現せず、途上

国は対外的にも国内においても貧富格差を増大させることとなった。

この反省から 「NewDirections」 と呼ばれる政策転換が行われ、経済成長を主眼としながらも

BHN (Basic Human Needs)アプローチという貧困そのものを対象とした開発政策が重視されるよ

うになった。それは従来の開発戦略が工業化による国民階層の上から下への所得分配によるものであっ

たのに対し、逆に多くの貧困層の潜在的な活力を引き出すことで下から上への開発が目指された。そ

こでは貧困層の核をなしつつあった女性達を開発に統合する必要性が唱われた。(4)

またWIDの出現に寄与したイデオロギー的要因として、国連による一連の女性の地位向上という

課題への取り組みが揚げられる。それは既に国際連盟時代に着手され、「世界人権宣言」採択後の

1946年には経済社会理事会の機能委員会である婦人の地位向上委員会が実行機関として設置される。

こういった国連の取り組みは、 1960年代後半に北米を中心に興り先進国を中心に世界的広がりを見せ

た女性の地位向上運動とあいまって、 1975年「国際婦人年」の宣酋、 「国連婦人の十年」の指定、お

よびそれらを踏まえたうえでの1979年の「女子差別撤廃条約」の採択として結実するのである。「国

際婦人の十年」の目標は平等、平和と開発であり、特に「開発なくしては平等も人権も有り得ない」

とする途上国側からの主張は、それまでの西欧中心的だった国連の思考方法に大きな揺さぶりをかけ

ることとなる。その主張は「女子差別撤廃条約」採択時の「農村女性に関する一ケ条」として結実し

ている。(5)
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以上のようにWIDは主要な開発政策のシフトと女性の地位向上運動とのインタープレイの中にそ

の端緒を見いだしている。その後途上国での累積積務問題を解消すべくとられた1980年代の構造調整

政策における民生部門の縮小にあわせて、女性を開発の積極的な担い手として位置づけるアプローチ

がとられている。

また '80年代終盤にあった冷戦構造の崩壊、その直後からにわかに注目されている地球環境問題と

いった世界状況の変化は国際開発バラダイムにおけるシフトを再び模索させている。その一つに '90

年を境に表明され始めたHumanDevelopmentの重視があげられる。その基本概念は①人間的価値

や生命の尊厳を目指した真のニーズ志向であり②開発プロセスの中心的行為者としての人間という捉

え方である。そこではこれまで最優先されてきた経済成長中心の開発モデルが再検討に付されている。

つまり GNPの成長が「開発の十年」の主旨、あるいは 「世界人権宜言」で唱われた人権尊童の原則

の実現に貢献しているかどうかが問われているのである。(6) こういった '90年代の開発政策の中で注

目される環境・参画型開発・ジェンダー関係(7)において女性は全てに当事者としてかかわっており

開発の重要な一翼を担っているのである。

3. WID概念創出の背景

WIDへの箔目は、開発の歴史的背景として女性をその現場から不可視化していくプロセスがあっ

たことを我々に認識させる。そのプロセスは国際開発時代と、その前夜となる植民地時代の歴史的・

民族誌的記述の中に見いだされる。(8)

ポソとプラウン (9)によるコロンビアのバリ族の研究においては、次のように論じられている。そ

れは17世紀から開始されたカナダ・イエズス会の布教活動とそれに付随する社会開発の実施で、バリ

族特有の多世帝居住の中での男女の補完性が損なわれていくプロセスである。そこでは男性を世帝主

に据えた核家族用住宅建設プロジェクトが行われた。また農業機械や技術指導、教育プログラム、交

易規則などが経済援助を通じて男性対象に導入された。加えて法令による男性への 「指導権」の付与

が同社会における男性優位を確固たるものにしていった。

またリーコック (!O)の調査したモンタグナス・ナスカピインディアンに関して、カナダ・イエズス

会の宜教師達は上司に「当地の原住民を改宗させるためには、自立した女性達と直接かかわらねばな

らない。」と報告している。その後宜教師達は彼らに西洋的な家父長的核家族をモデルとした性と婚

姻に関する行動規範を課すのである。それは結果として家庭内に、また社会全体に男女の不平等関係

を生み出したのである。

女性が植民地支配下での男性志向的政策実施の中で次第にその政治的・経済的役割を不明瞭にさせ

ていく過程が、やはりグルメー (II)によるニューイングランド東南部のアルゴンキアン・インデイア

ンの女性達の調査に見いだされる。彼女達は日常的に農耕のみならず交易や医療活動に積極的にかか

わっていたにもかかわらずである。

植民地支配の意図はその直接・間接を問わず被植民地の市場化であり、そのための当該社会の生産

構造の再編成であった。そのプロセスは一言でくくると経済学でいうところの二重経済構造の創出で

あり、伝統部門に女性の多くが追いやられることで市場経済進行下で不利益を被る構造が出来上がっ

たのである。つまりそこでとられる政策は男性対象のものがほとんどで、例えば男性を戸主とする土
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地改革、技術訓練、交易規則の策定などであった。それが結果としてより平等主義的あるいは序列化

されていても女性が発言権を持っていた社会を階層化させ、女性の従属を余儀ないものとした。

また植民地行政面での男性中心の登用システムもこの序列化に拍車をかける一助となった。先ず第

ーに植民地政府自体が男性のみの世界であり、新たに導入されたシステムつまり軍隊、警察、行政事

務、政党、労働組合、学校、銀行、他国籍企業の現地支店といった主要な公共機関、商業機関に現地

の男性が採用されていった。それが当該社会のジェンダー関係に意味するものは女性の男性への従属

のみならず、男性による女性の蔑視の始まりであるという記述もなされている。(12)

こういった開発傾向は、基本的に戦後の国際開発政策にも継承されていった。男性中心の開発政策

の実施に伴い、伝統部門に取り残されもっばら家事従事として女性を位置づける傾向をロジャー (13)

は「女性の家庭内への囲い込み」と表現する。そして女性の家庭内での役割重視には、明かに西欧近

代以降の主婦礼賛や母性の強調といった考え方が背景に見いだされるのである。

しかしこの一見善意的な「女性のDomestication」思想の途上国での性急な応用は、開発計画段階

での分析項目からの女性の排除を意味した。例外としては 「社会開発」の中での周縁的扱いだけであっ

では、そのような女性の開発からの排除、あるいは女性労働の不可視化といったものが具体的に開

発のどの局面でなされてきたのか、それがなぜ霊大な問題として問われねばならないのかを以下にま

とめてみた。(14)

① 「世帯主」の設定

人類学的知見は、西洋近代の核家族制が伝統社会で展開される多様な親族組織の中で、その一つの

あり方に過ぎないことを語っている。しかし植民地行政官は被統治社会のイレギュラーな親族構造に

不寛容であった。とりわけ母系制に対してはあからさまに嫌悪感を示した。そこで導入されたのが男

性を家族の中心に据える西洋式 「世帝主」制度である。このシステムは国際開発時代にも持ち越され、

様々な開発施策が世帯主である男性を中心に実行される。この時点で女性は家族の成員ではあり統け

るものの、被扶養者として位置づけられその労働は見えにくくなる。

第三世界におけるこのシステムの持つ虚構性は、特に次の項で触れる女性の土地保有に関する伝統

的権利、及ぴ生産形態のあり方を無視した点である。加えて現在第三世界に非常に多くみられる、女

性を実質的な世帝主とする現状にそぐわないからである。その実数はラテンアメリカ・カリプ地域で

29% (バルバドス・グレナダ45%)、アフリカで21% (ポツワナ45%)そしてアジア・太平洋地域が1

4% (カンボジア40%)となっている。(15)因みにこの男性不在の構造は、離婚、棄婚、死別の他に、

いま一つの開発問題である 「移民」にその主な原因がある。

②土地改革に伴う女性の 「土地利用権 (Usufrucht)の喪失

未接触社会やより伝統的な社会では、人々の土地所有の権利意識は曖昧なものとされる。それは祖

先から現在生きる者、そしてその子孫へ渡っていくものといった認識が一般的であった。そのような

社会では、特にアフリカの多くの地域に見られる傾向だが、土地利用権を有する女性が土地への実質

的な耕作権を握っていたのである。 当該社会の文脈で土地所有権を敢えて定義するなら、この土地利
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用権こそ相当の権利を意味したであろう。

しかしこういった伝統的な土地利用制度に対し、植民地政府は土地所有権を世帝主としての男性に

のみ認める、西洋式の土地登録制を導入した。そしてこの新システムは、それまでの伝統的な土地保

有観念、生産形態を劇的に変化させていったのである。その一例として、生業を支える最も重要な資

源としての土地を所有することにより、農業開発のさまざまなインセンテイヴ （例えば灌既、農薬散

布といった改良普及事業、農業コレクテイヴの成員権、信用貸付の担保など）が、自動的に獲得可能

となった。それは言うまでもなく、世帝主で「土地所有者」である男性成貝へと施されたわけである。

上記の土地改革により女性は土地利用権を喪失したばかりか、換金作物中心の男性所有の畑に労働

力を提供するという、伝統と異なる生産形態が作られた。しかも女性の労働はそこで終わらず、しば

しば条件の劣悪な土地での自給作物の栽培に携わることで家族の食糧確保に従事し、その労働時間は

男性のそれをはるかに上回った。

③統計上の女性労働の扱い

開発政策の立案・策定の際、 当該国の現状を把握するための判断基準になるのがGNPの試算を中

心とする経済統計である。しかしこの「客観的指標」である統計が第三世界の女性の経済活動を数嚢

化するに当たって無効であったことが判明して久しい。つまり経済統計には含まれないインフォーマ

ルセクターに女性労働の多くが見いだされるからである。例えば途上国の女性による食糧生産は全体

の50%にのぽり、アフリカではそれが75%に達する。そして食物保存・加工といった家事領域での諸

労働に加え、余剰作物や換金作物の市場での販売、家禽類の世話などをしているのである。

また既存の経済統計がもたらす問題がいま一つある。それは、女性が労働市場においても不利な扱

いを受けるということである。つまり非生産労働者として位置づけられ、経済開発の施策の対象から

抜け落ちるのである。重ねて述べるが途上国の女性によってなされる労働は平均して14-18時間に及

ぶ。女性隔離の慣習を持ち、公的領域での女性の生産活動が見えにくいイスラム社会でも、女性は自

宅の囲い内の菜園の自作農を含めた家事労働に携わっているのが一般的である。

④開発担当官に関する問題

開発プロジェクトの立案段階で、途上国の女性を代表しかつ決定権を行使できる担当官がほとんど

いない点が問題視される。無論その担当官が同性でなければならないとはかぎらないが、しばしば男

性担当官はプロジェクトの対象を男性＝人という公式で捉えがちである。プロジェクトによっては当

該地域の性役割を念頭に置くことで、より迅速かつ効果的な実施が可能となるケースが最近のプロジェ

クト評価報告の多くでなされていることを考えると、それは無視できない問題を呈している。(16)

⑤ 「家庭科」中心の開発プロジェクト

植民地時代に女性対象の開発施策もある程度なされていたがそれはほとんどが女性の家庭内での役

割に関連するもので、多分に福祉的なアプローチであった。

そのような傾向のアプローチは国際開発時代に入ってからも踏襲され、開発の本流プログラムから

分離して取り扱われた。 1975年の 「国際婦人年」及ぴ「国連婦人の十年」の指定以降国際また国内レ
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ペルで女性を開発の本流に組み込む努力がなされるようになったが、それは依然として福祉的な要素

を強く持つものであった。

タンダムート ウロング (IT)は国連開発計画 (UNDP)のプロジェクト分析を行い、それが次の三傾

向に集約されることを論じている。

1)大部分を占める「家庭科」的プロジェクト。栄養や育児といった家庭内で実践される内容が主。

2)職業訓練プロジェクト。ただし保母、助産婦、事務、小売といった女性が通常その性役割を活か

してつくものの延長上にあるもの。

3)女性と子供をワンセットにしたプロジェクト。

トゥロングはこの報告害で「開発政策が女性の特別なニーズを理解するというよりも、性役割によっ

て影響されていることが明かである。」と結論づけている。この施策の背景には、西洋近代的な母性

の強調を中心とした性役割を認識せざるを得ない。この性役割の決定要因は、なんといっても女性の

「産む性」とそれをとりまく私的領域での再生産労働である。しかしこの 「母性」あるいは 「母親業」

といった概念も実は西欧近代の社会的・文化的構築物であることが判明して久しい。(18)

こういった西欧近代的 「母性価値の強調Jと、途上国の女性達の自己認識には大きな隔たりが存在

する。例えはラーマ (19)によるインドのタミ ール＝ナドゥ地域に住む貧困女性の調査では、彼女達は

女性の役割を西洋的な「妻」や「母」というカテゴリーではなく、「家族を養うために働いて稼ぐも

の」と定義づけていた。つまり母親としての子どもの養育に対する関心は当然のことながら、真のニー

ズは「母親業」のレッスンを受ける点にではなく、いかに子を養育するために労働するかというとこ

ろにあるのだ。

4. WIDプログラムのアプローチ批判

ここでは開発の本流に女性が組み込まれずにきた要因を、 WIDの主要アプローチを批判的に検討

することで考察したい。

[WIOの5主要アプローチ］（の）

①福祉アプローチ ('50-'70)

母親や妻としての性役割を強調し、それを支援するために女性を受益者グループとして特定するア

プローチ。母子計画 ・家族計画や栄養に関するサービスの向上など、従来の協力の中で最も多くみら

れる。

このアプローチの長所は性的に明確に区別した状況で実施され、技術的にも単純で政治的にも他に

（男性）に対しなんの脅威も与えない点にある。

逆に女性を単なる開発の消極的な受けてととらえてしまう危険性をはらみ、生産の積極的な担い手

としての地位や能力の向上の機会を阻むものである。

②権利の平等アプローチ ('75-'80)
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法的な男女平等、教育機会の平等などにより女性の地位向上を図ることを主眼とするアプローチ。

1975年の国際婦人年の前後から強調されたアプローチで、 '70年代初頭の欧米先進諸国の女性会報運

動の影響を受けている。

しかし '75年の国際婦人年世界会議では、このアプローチを強調する欧米諸国と南北格差の解消と

「開発」を優先事項とする途上国の意見が対立した。つまり女性の実際上の社会・経済的地位の向上

は制度上の男女平等を押し進めても「開発」抜きには考えられず、途上国の貧困脱却を図るのが第一

という問題提起がなされた。

③貧困対策アプローチ ('70-)

女性が貧困層の核をないている事実に注目し、収入向上プロジェクトなどを通じてその経済的地位

向上を目指している。この戦略は「特別なケース」と しての女性という、開発の本流から切り離して

取り扱われる危険性がある。

暉済効率アプローチ ('80-)

経済的資源としての女性の労働力の重要性に着目したアプローチ。

'80年代初頭の途上国の累積積務危機の状況を改善すべく編み出されたもので、女性をこれまでの

特殊扱いから開発の構成貝として認識したアプローチである。

それは日常的には無報酬であるがゆえに見えにくかった女性の経済活動が、実は家庭生活や地域社

会を支えている点を評価することで、女性の労働の一層の活用こそ効率的・持統的開発に必要不可欠

であると捉えるところに視点の新しさを持つ。

一方このアプローチは多分に手段的であり、既に家事と生産の過重労働を負っている女性に更に労

働を課すという問題 (doubleday problem)や、単なる安価労働提供者として収奪の対象となる危

険性をはらんでいる。

⑤エンパワーメントアプローチ ('75-'80年代に加速）

'80年代後半に第三世界の女性達から強力に打ち出された新戦略で、法的支援、ネットワーキング、

トレーニングなどを通じて女性の次の要素を持つエンバワーメントを図り地位向上を目指すもの。

ー自己の生活を直視する中なる力と自身

一生活上の選択の決定権

一生活に影響を及ぼす社会プロセスにかかわる能力

一社会変化の方向性に対する能力

このアプローチは女性を開発の本流に統合しようとすると同時に、現在の開発のあり方を女性の側

から問いなおし、計画立案の段階から意思決定に至るまで参画し、有意義な開発を模索するという変

革の意志を持つものである。この点において現行の開発に何ら疑問を付さなかった②の権利の平等ア

プローチと大きく異なった方向性を持っている。

因みにこれら5アプローチはそれぞれ時代的な背景を持ち、上に論じたように利点及ぴ問題点を含

むものである。実際の開発（協力）プログラムの策定の際にはこれらアプローチが互いに対立・排除
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しあうのではなく組み合わせて用いられる。

以上に揚げたWIDプログラムの種しゅのアプローチをもってしても女性を取り巻く生活環境ある

いは地位向上に改善の兆しが顕著に見られないのというジレンマが開発（協力）機関に存在する (21)。

それに対しニエホルト (22)は既存のアプローチをフーコーの個人に関連づけたパワー概念（お）を援用し、

ジェンダー間力学に着目することで以下のように分析し批判を加えている。

①の福祉アプローチは女性を子供や家族に責任をもつ再生産労働に重要な存在として概念化しており、

トップダウン式の他者規定を持つアプローチであり、ジェンダーの関係性が問われていないとする。

そこではまた教育や雇用と言った領域でのジェンダーギャップを減じようとする意図が見えてこない

としている。

②権利の平等アプローチでは明かにジェンダーの関係性が問われている。女性により多くの権利・機

会・資源を与えることは、ジェンダー関係におけるパワーの再分配効果を持つし、女性の生活におけ

る選択決定をするパワーを意味するからである。

しかしこのアプローチは、途上国の文化を乱すべきではないという開発協力諸機関の大義名分のも

とでその効果を十分発揮しなかった。は）辛うじて制度面で女性専門の政府機関（ナショナルマシーナ

リー）を増やし、女性を取り巻く状況を監視する役割を担っている。

③貧困対策アプローチでは女性に関しては家庭内での基本的ニースを満たす上での重要な役割は認め

られるものの、その労働負担を軽減する基本的なニーズの充足は抜け落ちている。そういった状況で

は女性の経済的自立やコミュニティヘの平等的統合はなされず、男性と同等の地位達成は不可能であ

る。

④経済効率アプローチにたいしては、それが上のアプローチ概略でも触れたように多分に手段的であ

る点をニエホルトは警戒している。それは女性の立場ではなくその労働力が必要とされているのであ

り、ジェンダー関係を再編成するという視点を含まないからである。その結果前にも述べたDouble

Day問題や安価労働としての収奪の問題を再び浮上させてしまう。

⑤最後のエンバワーメントアプローチは、②の権利の平等アプローチと同様トップダウン式のアプロー

チではなく、後者が欧米の女性と地位向上運動に主として端を発しているように、「国連婦人の十年」

を機とする第三世界の女性の開発と変化のプロセスの中で自己の解放を唱っている。

このアプローチは現行の開発プロセス自体に疑問を発し、それに代替しうる開発パラダイムを提示

しようと試みる点に大きな特徴を持つ（お）。ニエホルトはその点は評価しつつも、実践における理論

の不十分さを主に批判する。

ニエホルトは既存のアプローチのいずれにもジェンダー関係におけるバワーの再分配への認識が欠

如しているか、認識はあっても実践上制約があるため、結局は現在あるジェンダー関係の変化にはつ

ながらず逆に強化に働いてしまうと主張する。ニエホルトのこの議論はこれまで女性を中心に据えた
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分析視点をジェンダーに広げ、そのバワー関係の変化に注目しようとする新しさを持つ。ただしこの

新視点もより精致な理論化には至っておらず、今後この枠組みでの調査・分析の蓄積からの展開が期

待される。そのためには当該社会の性役割、およびそこに形成されるバワーのあり方を見極める必要

があるということである。

5. おわりに

WIDの多面的な考察から明らかにされたものは、この 「女性を開発の本流に組み込む努力」は、

開発バラダイムの何度かの方向転換と女性の地位向上という問題の相互作用の中から注目されるにい

たった概念である。その背後にあるのは、これまでの途上国における開発プログラムがいかに当該社

会のジェンダー関係を無視し、西欧近代的・男性的価値モデルを中心に実施されてきたかということ

である。それが一方で女性を西欧近代的 「母性」を重視した「家庭内労働」に携わるものとして、開

発の本流から排除しその労働を不可視化する一因となったと考えられる。

現在問われている「女性を開発にいかに有効に取り込んでいくか」という問題は、まさにその見落

とされてきた途上国女性の存在を回復する試みに他ならない。その際争点となるのがジェンダー間力

学の再編成であり、開発の過程で女性がその積極的な担い手として当該社会の男性成員といかに折り

合いをつけていくかが問われることになる。換言すれば当該社会ごとの性役割とそのバワー編成をよ

り的確に把握する必要が生じるということだ。これが指し示すものは、開発を従来のように主に経済

学の分野で扱うだけでは不十分で、社会学的・人類学的視点が一層必要となるということではなかろ

うか (:115)。

因みにニエホルトがWIDの争点としたジェンダー関係とバワーの問題は、フェミニスト人類学の

理論展開の中で山崎 ('ll)が提示した「これまで集中的な議論の対象とならないまま人類学で使われて

きた権カ・権威・支配といった概念構成を再検討する必要性」と一致した方向性を示している。これ

はWIDが開発学と女性人類学を理論的母体とする新しい研究分野になりうることをも示唆している。

この小論はジェンダー関係からみた国際開発の持つ社会学的・人類学的問題を、文化的多様性を越

えた欧米対途上国という大きな枠組みでの一般的傾向を示すことで提示してきた。今後の実証研究の

中で今回十分展開できなかった文化差の問題を合わせて考察する所存である。
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